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■義務的事業 □任意的事業

□直営 ■一部委託 □全部委託 □補助等

平成
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15,567
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公営企業
6,963

投資及び出資金 貸付金 繰出金 投資的経費物件費 維持補修 補助費等 積立金
性質別内訳
人件費 扶助費 公債費

受益者負担率 0 0 0 0

23,330 27,299
計
年間経費 28,204 28,480

単価 8,000 8,000 8,000 8,000

0 0内
訳
人工 1 1

人件費 6,400 6,400 800 800

一般財源 19,804 19,755 19,944 23,931

2,5682,325 2,586

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

市債

その他

26,499

受益者負担分(使用料等) 2,000

事業費（千円） 21,804 22,080 22,530

事業運営方法

H17年度決算 H18年度決算 H19年度最終予算H20年度当初額 H21年度計画額 H22年度計画額 前期4年間計

× ×

教職員住宅（天竜３施設・春野７施設・佐久間９施設・水窪５施設・龍山１施設）の施設を維持管理している。
入退居の管理及び貸付料の徴収を行う。
熊地区教職員住宅建設償還金（平成５年～３０年）、水窪地区教職員住宅建設償還金（平成１２年～２１年）の支払いをしている。

事業の性格分類 実施根拠（法令、条例等） 新市建設計画事業 ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ提案事業

活動内容

アパートなどの民間賃貸住宅のないへき地等の学校に勤務する教職員に住宅を確保する。

目的 （対象、意図、求められる結果） 開始年度 終了予定年度

事業概要

教職員住宅管理事業 　

事業名 戦略性

46 01 06 76 50 00
学校施設費

（旧科目コード） 46 01 06 26 00 00

事項

目の名称 科目コード 46 01 07 21 00 00

施策・事務事業

幼稚園・学校教育の円滑な推進
計画コード

款 項 目

政策名（上位目的） 分野 部 課

所属名 学校施設課 作成者 中村　丈二

事業番号５８
【平成19年度】

課コード 005103 作成日 平成20年3月31日



A 高い

B

C

D 低い

A 高い

B

C

D 低い

A 非常に有効

B やや有効

C あまり有効でない

D 有効でない

A 単位当たり経費が前年比マイナス

B 単位当たり経費が前年とほぼ同じ

C 単位当たり経費が前年比プラス

D 評価できない

□拡大・充実

□現状のまま継続

■縮小

□廃止

学校の統廃合、施設の老朽化、教職員の地域内在住状況、入居率等を考慮して事業を見直す必要がある。
平成１９年度現在の入居状況
教職員住宅　総部屋数　１４３部屋　うち入居部屋数　５６部屋

《問題意識》民間アパートのないへき地等における教職員のための住宅確保の必要性の確認と行政区が
　広域化したことにより、市職員や消防署員の利用希望もあるため、市職員等の住宅確保の必要性を
　併せて確認し、その受け入れについて検討するため。

《想定結果》②民間の実施が適当なもの⑤市の実施が適当だが改善を要するもの

〔備考〕事業に対する市民・市民活動団体・事業者・議会からの指摘

縮小
入居率が平成１９年度において３９．２％である。今後も学校の統廃合が見込
まれ、事業の縮小は免れない。

　　具体的な改善内容・事業の方向性等

統廃合を進める必要があるが、調整中であり前年と同様の経費が必要に
なっている。

今後の事業展開

規模 （分析・理由）

Ｂ
建物が老朽化し、入居率も39％に下がっているが、旧町村ごとで状況に違
いがあり、今後も教職員の住宅を確保していく必要がある。

事
後
評
価

有効性 （分析・理由）

Ｂ 利用率は低いが、ほかに手段がないため

効率性 （分析・理由）

Ｂ

　　過年度の実施内容

教職員住宅の維持管理及び入退居の管理を行ってきた。
合併時はそれぞれ教育事務所・分室で管理してきたが、政令市移行後は天竜区役所で一括管理している。

事
前
評
価

必要性 （分析・理由）

Ｂ
賃貸住宅等が少ない過疎地域の学校に勤務している教職員の住宅を確保
する必要がある。

行政関与の妥当性 （分析・理由）

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

定性評価

単位当たり経費変動率 ％ #DIV/0!

27,299

単位当たり経費 千円/単位 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

年間経費（事業費・人件費の合計） 千円 28,480 23,330

目標 ％

実績 ％

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

指標２ 単位 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

単位当たり経費変動率 ％ #VALUE!

27,299

単位当たり経費 千円/単位 #VALUE! #VALUE! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

年間経費（事業費・人件費の合計） 千円 28,480 23,330

100

実績 ％ 100(入居率53) 100(入居率39)

H20年度 H21年度 H22年度

入居を希望する教職員の入居率
目標 ％ 100 100 100 100

指標１ 単位 H18年度 H19年度

定量評価


